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１．独占禁止法 

第二条 この法律において「事業者」とは、商業、工業、金融業その他の事業を行う者をいう。事業者の利益のた

めにする行為を行う役員、従業員、代理人その他の者は、次項又は第三章の規定の適用については、これを事

業者とみなす。 
２ この法律において「事業者団体」とは、事業者としての共通の利益を増進することを主たる目的とする二以上

の事業者の結合体又はその連合体をいい、次に掲げる形態のものを含む。ただし、二以上の事業者の結合体又

はその連合体であって、資本又は構成事業者の出資を有し、営利を目的として商業、工業、金融業その他の事

業を営むことを主たる目的とし、かつ、現にその事業を営んでいるものを含まないものとする。 
一 二以上の事業者が社員（社員に準ずるものを含む。）である社団法人その他の社団 
二 二以上の事業者が理事又は管理人の任免、業務の執行又はその存立を支配している財団法人その他の財団 
三 二以上の事業者を組合員とする組合又は契約による二以上の事業者の結合体 
３ この法律において「役員」とは、理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事若しくは監査役若しくは

これらに準ずる者、支配人又は本店若しくは支店の事業の主任者をいう。 
４ この法律において「競争」とは、二以上の事業者がその通常の事業活動の範囲内において、かつ、当該事業活

動の施設又は態様に重要な変更を加えることなく次に掲げる行為をし、又はすることができる状態をいう。 
一 同一の需要者に同種又は類似の商品又は役務を供給すること 
二 同一の供給者から同種又は類似の商品又は役務の供給を受けること 
５ この法律において「私的独占」とは、事業者が、単独に、又は他の事業者と結合し、若しくは通謀し、その他

いかなる方法をもつてするかを問わず、他の事業者の事業活動を排除し、又は支配することにより、公共の利

益に反して、一定の取引分野における競争を実質的に制限することをいう。 
６ この法律において「不当な取引制限」とは、事業者が、契約、協定その他何らの名義をもつてするかを問わず、

他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは引き上げ、又は数量、技術、製品、設備若しくは取引

の相手方を制限する等相互にその事業活動を拘束し、又は遂行することにより、公共の利益に反して、一定の

取引分野における競争を実質的に制限することをいう。 
７ この法律において「独占的状態」とは、同種の商品（当該同種の商品に係る通常の事業活動の施設又は態様に

重要な変更を加えることなく供給することができる商品を含む。）（以下この項において「一定の商品」という。）

並びにこれとその機能及び効用が著しく類似している他の商品で国内において供給されたもの（輸出されたも

のを除く。）の価額（当該商品に直接課される租税の額に相当する額を控除した額とする。）又は国内において

供給された同種の役務の価額（当該役務の提供を受ける者に当該役務に関して課される租税の額に相当する額

を控除した額とする。）の政令で定める最近の一年間における合計額が千億円を超える場合における当該一定

の商品又は役務に係る一定の事業分野において、次に掲げる市場構造及び市場における弊害があることをいう。 
一 当該一年間において、一の事業者の事業分野占拠率（当該一定の商品並びにこれとその機能及び効用が著しく

類似している他の商品で国内において供給されたもの（輸出されたものを除く。）又は国内において供給され

た当該役務の数量（数量によることが適当でない場合にあっては、これらの価額とする。以下この号において

同じ。）のうち当該事業者が供給した当該一定の商品並びにこれとその機能及び効用が著しく類似している他

の商品又は役務の数量の占める割合をいう。以下この号において同じ。）が二分の一を超え、又は二の事業者

のそれぞれの事業分野占拠率の合計が四分の三を超えていること。 
二 他の事業者が当該事業分野に属する事業を新たに営むことを著しく困難にする事情があること。 
三 当該事業者の供給する当該一定の商品又は役務につき、相当の期間、需給の変動及びその供給に要する費用の

変動に照らして、価格の上昇が著しく、又はその低下がきん少であり、かつ、当該事業者がその期間次のいず

れかに該当していること。 
イ 当該事業者の属する政令で定める業種における標準的な政令で定める種類の利益率を著しく超える率の利益

を得ていること。 
ロ 当該事業者の属する事業分野における事業者の標準的な販売費及び一般管理費に比し著しく過大と認められ

る販売費及び一般管理費を支出していること。 
８ 経済事情が変化して国内における生産業者の出荷の状況及び卸売物価に著しい変動が生じたときは、これらの

事情を考慮して、前項の金額につき政令で別段の定めをするものとする。 
９ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為をいう。 
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一 正当な理由がないのに、競争者と共同して、次のいずれかに該当する行為をすること。 
イ ある事業者に対し、供給を拒絶し、又は供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を制限すること。 
ロ 他の事業者に、ある事業者に対する供給を拒絶させ、又は供給に係る商品若しくは役務の数量若しくは内容を

制限させること。 
二 不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品又は役務を継続して供給することであつて、他の

事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの 
三 正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給することで

あつて、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあるもの 
四 自己の供給する商品を購入する相手方に、正当な理由がないのに、次のいずれかに掲げる拘束の条件を付けて、

当該商品を供給すること。 
イ 相手方に対しその販売する当該商品の販売価格を定めてこれを維持させることその他相手方の当該商品の販

売価格の自由な決定を拘束すること。 
ロ 相手方の販売する当該商品を購入する事業者の当該商品の販売価格を定めて相手方をして当該事業者にこれ

を維持させることその他相手方をして当該事業者の当該商品の販売価格の自由な決定を拘束させること。 
五 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、次のいずれか

に該当する行為をすること。 
イ 継続して取引する相手方（新たに継続して取引しようとする相手方を含む。ロにおいて同じ。）に対して、当

該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。 
ロ 継続して取引する相手方に対して、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。 
ハ 取引の相手方からの取引に係る商品の受領を拒み、取引の相手方から取引に係る商品を受領した後当該商品を

当該取引の相手方に引き取らせ、取引の相手方に対して取引の対価の支払を遅らせ、若しくはその額を減じ、

その他取引の相手方に不利益となるように取引の条件を設定し、若しくは変更し、又は取引を実施すること。 
六 前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為であって、公正な競争を阻害するおそれがあるもの

のうち、公正取引委員会が指定するもの 
イ 不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。 
ロ 不当な対価をもつて取引すること。 
ハ 不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。 
ニ 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 
ホ 自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。 
ヘ 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の事業者とその取引の相手方

との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社である場合において、その会社の株主若しくは役員をその会

社の不利益となる行為をするように、不当に誘引し、唆し、若しくは強制すること。 
 


